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労働市場の目指すべき方向性と今後強化する取組

【労働市場の目指すべき方向性】
● 構造的な賃金の引上げが求められている中、個々人の意識の変化や構造変化が加速。また、労働供給制約からくる人手不足

の問題も顕在化。
→ 内部労働市場・外部労働市場ともに改革を行うことで、労働者が自律的に安心して挑戦できる労働市場を整備しつつ、
円滑な労働移動を速やかに進めていくことが必要。

● このような認識のもと、労働者個人の多様な選択を支え、賃金上昇を伴う労働移動を効果的に支援。特に、在職者への支援
を強化する観点から、今後、以下の取組を強力に推進。
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【今後強化する取組】

・デジタル分野をはじめとした成長分野に資する講座指定を拡充すること等により、主に中長期的なキャリアアップを支援す
る教育訓練給付制度の活用を図る。

・求人・求職に関する官民の情報を活用しつつ、継続的なキャリアコンサルティングを行う拠点を整備するなど、在職者個人
に対する学び直し支援策の利用促進を図る。
（併せて、ハローワークにおけるキャリアコンサルティング機能を強化し、上記と連携）

・同一労働同一賃金の遵守の徹底に向け、労働基準監督署と労働局が連携して進めている事業主指導の取組における是正事例
を通じて把握した留意点をもとに、企業への一層の働きかけを行うとともに、更なる実効性確保のため、労働局における
指導機能の強化を図る。

① 在職者による主体的なリスキリングへの支援強化
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・雇用保険財政の早期再建を図りつつ、多様な働き方・休み方、複線的なキャリア選択を力強く支えるため、雇用保険の適用
拡大をはじめとした雇用のセーフティネットの強化について検討を進める。

・在職者等に対する相談支援の充実を図るため、来所を前提としないハローワークのサービス充実を図るとともに、ハロー
ワークにおけるキャリアコンサルティング機能を強化。

② 在職中であっても安心してリスキリングや就職活動に取り組めるようにするための環境整備

・自身の職場だけでなく、他社の状況も把握し、比較検討できるよう「職場情報」の充実を図るとともに、自身の経験等を
把握した上で処遇改善につながる転職が行えるような「職業情報」（日本版O-NET）の整備を図る。

・ジョブ型雇用をはじめとする多様な働き方を選択できるような環境整備

（１）労働基準法上、労働契約の締結時に労働者へ明示を義務付けている事項に「就業場所・業務の変更の範囲」を追加し、
労働契約関係を明確化することに加え、募集時も同様の追加をする方向で検討。

（２）実態把握を踏まえた好事例の周知を図るとともに、個々の企業に対する課題分析・相談支援の強化、非正規雇用から
ジョブ型を含む多様な正社員へ転換させた企業への助成等を推進する。

③ 労働者が主体性をもってチャレンジできる多様な働き方の実現に資する環境整備



「多様な働き方」・「構造的な賃上げ」
を実現する好循環

人材の育成・活性化と労働移動を通じた「構造的な賃上げ」の実現

内部労働市場

しなやかな労働市場

ハローワークを通じたきめ細やかな就職支援。次なる雇用情勢の悪化に備えた雇用保険財政の早期再建を行う。

個人の主体的なキャリア形成の促進
企業の多様な人材開発支援・個人
支援、能力評価の充実を通じた本
人の主体的なキャリア形成の促進。

新たな経験を通じた人材の育成・活性化
在籍型出向、事業・職務転換、副
業・兼業等といった「新たな経
験」を通じたスキルアップの促進。

ステップアップ等を通じた人材活用
非正規雇用の方々へのステップ
アップの機会を提供。

同一労働同一賃金の徹底。

様々な経済情勢の中において
も、個人が多様な働き方を選
択でき、安定した暮らしを送
ることができる労働市場

 働く人の意識の変化や構造変化が加速していく中で、人材の育成・活性化や円滑な労働移動を促進することで、
「多様な働き方」を可能とする労働市場の整備を通じた「構造的な賃上げ」を実現していく。

外部労働市場

市場全体の労働条件の改善
より高い賃金で新たに人を雇い入れる
企業の取組を支援。

求人条件向上の指導強化等を通じた市
場全体の賃金の底上げ。

継続的なキャリアサポート・就職支援
 希望に応じた就職が行えるよう、企
業外での継続的なキャリアサポート。

労働市場の見える化・インフラの強化
 「労働市場の見える化」を進めると
ともに、日本版O-NETの整備を行い
労働市場インフラの強化を行う。

賃金上昇を伴う円滑な労働移動

セーフティネットの再整備

人材の育成・活性化を通じた賃上げ

令和４年10月４日 第10回
新しい資本主義実現会議 資料９
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